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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　橋梁の下部に配置され、この橋梁の一端側が固定された複数の弾性部材により吊持され
る板状部材と、前記橋梁または板状部材に設けられ、これら橋梁と板状部材との間に形成
される空間を囲繞する空間囲繞壁とからなり、前記空間囲繞壁は、橋梁の下側または板状
部材の外縁の上面のうち一方に固着されており、他方との間には隙間が形成されていると
共に、前記複数の弾性部材の全ばね定数と前記板状部材の質量から求められる上下方向の
振動数が、防音対象とする音の振動数よりも低くなるように設定されてなることを特徴と
する橋梁の防音装置。
【請求項２】
　橋梁の下部に配置され、この橋梁の一端側が固定された複数の弾性部材により吊持され
る板状部材と、前記橋梁または板状部材に設けられ、これら橋梁と板状部材との間に形成
される空間を囲繞する空間囲繞壁とからなり、前記板状部材は、前記防音対象とする音の
周波数による橋梁の振動モードの節の近傍に設けられた剛性部材で橋梁と連結されている
と共に、前記複数の弾性部材の全ばね定数と前記板状部材の質量から求められる上下方向
の振動数が、防音対象とする音の振動数よりも低くなるように設定されてなることを特徴
とする橋梁の防音装置。
【請求項３】
　前記板状部材は、前記橋梁の下面のほぼ全面を覆うように設けられてなることを特徴と
する請求項１または２に記載の橋梁の防音装置。
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【請求項４】
　前記空間囲繞壁で囲繞された空間を区切る区画壁を設けたことを特徴とする請求項１乃
至３のうちの何れか一つの項に記載の橋梁の防音装置。
【請求項５】
　前記板状部材に動吸振器を設けたことを特徴とする請求項１乃至４のうちの何れか一つ
の項に記載の橋梁の防音装置。
【請求項６】
　前記動吸振器の固有振動数を、前記防音対象とする音の振動数以上に設定したことを特
徴とする請求項５に記載の橋梁の防音装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、橋梁の防音装置に関し、より詳しくは防音対象とする音が橋梁から発生する
低周波音である橋梁の防音装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　高速道路等の道路橋の橋梁においては、周辺住民の生活環境改善の観点から交通騒音の
低減が望まれている。交通騒音には、自動車のエンジンや排気系から放出される騒音と、
タイヤと路面との相互作用で発生する騒音とがある。さらに、橋梁では、自動車が走行す
ることによる加振力によって橋梁の床版や橋桁などが振動し、これら床版の裏面や橋桁等
から放出される騒音がある。波長が短い可聴域の騒音の騒音対策については、防音壁や橋
梁の裏面（下面）に配設した防音カバー等による防音対策により行われている。一方、波
長が長い周波数の低周波数の騒音対策に関しては、一般に低周波騒音の防止は困難である
といわれている。低周波騒音は、人間では聞き取ることができないため、直接的な騒音公
害とはなっていないが、周辺家屋の障子戸、窓、扉などの建具を振動させてがたつき音を
発生させるという問題があった。
【０００３】
　自動車から放出される騒音の騒音対策としては、防音壁や防音フードがある。また、橋
梁から放出される騒音の騒音対策としては、例えば後述するような構成になるものが公知
である。以下、これら従来例に係る橋梁の防音対策例を説明する。
【０００４】
　即ち、従来例１に係るものは、制振桁カバーを用いたもので、より詳しくは、橋梁の縦
断断面図の図２９に示すように構成されている。即ち、橋梁上部工の下方から、橋梁の床
版と橋桁を包み込むように制振桁カバーを設置することにより、騒音レベルを低減させる
ようにしたものである。因みに、制振桁カバーは、アルミ押出形材の内壁に瀝青系制振材
を取り付けたものである（非特許文献１参照。）。
【０００５】
　従来例２に係るものは、振動する構造物から放出される低周波音の対策であって、振動
物と逆位相の振動を発生させることにより低周波音を低減させるようにしたものである。
　より詳しくは、スピーカを用いてアクティブで逆位相の音を発生させることにより、低
周波音を低減させるようにしたものである（特許文献１参照。）。
【０００６】
　また、従来例３に係るものは、ばねと錘を備えたパネルを用いて、パッシブで逆位相の
音を発生させるようにしたものである（特許文献２参照。）。
【０００７】
　また、従来例４に係るものは、低周波音の発生源対策として、動吸振器により橋梁自体
の振動を抑えるようにしたものである。なお、動吸振器は質量とばねおよびダンパから構
成されており、その固有振動数が橋梁の振動数に近くなるように同調させることにより、
その固有振動モードに対して制振性能を発揮するものである。
【非特許文献１】土木学会第５９回年次学術講演開資料２００４年、ｐ３４３－３４４
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【特許文献１】特開平８－３０９３８５号公報
【特許文献２】特開２００２－２９７１５２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　上記従来例１に係る制振桁カバーは、橋梁を走行する自動車から放出される可聴域の騒
音の騒音対策として用いられるものであって、波長の長い低周波音の低減効果を発揮する
ことができない。即ち、橋梁の床版や橋桁の局所的な振動により生じる騒音を対象とした
騒音対策である。この制振桁カバーは、橋梁に取り付けられるが、その固定が不十分であ
れば、制振桁カバー自体が低振動数で振動し、低周波音の新たな発生源になる可能性があ
るために、橋梁に強固に固定しなければならない。
【０００９】
　スピーカを用いてアクティブで逆位相の音を発生させることにより、低周波音を低減さ
せる従来例２では、低周波音を発生させるために、多数の大掛かりなスピーカが必要にな
ると共に、スピーカ背面からの低周波音を吸収することが困難なために、橋梁から発生す
る低周波音を打ち消すことは困難である。
【００１０】
　また、ばねと錘を備えたパネルを用いて、パッシブで逆位相の音を発生させる従来例３
では、パネル端部の橋梁との接続部にばね－質量系を設け、このばね－質量系の固有振動
数を低周波音の振動数以下に設定することにより、この質量を橋梁と逆相に揺らし、この
質量の振動を、リンク機構などを介してパネルに伝達させている。この場合、パネルを十
分高剛性にしないと、ばね－質量系の質量を逆相に振動させても、パネル自体が橋梁と同
位相振動し、低周波音をさらに増大させる可能性がある。また、パネルを十分高剛性にし
たとしても、接続部のばね－質量系の質量部を、パネル重量に比べてかなり重くする必要
があり、橋梁に対する負荷が大きくなる。
【００１１】
　さらに、動吸振器により橋梁自体の振動を抑えるようにした従来例４の場合、車両走行
に起因する橋梁の振動に対して十分な制振効果を得るには、大きな質量を有する動吸振器
が必要になる。動吸振器の効果は、制振対象物の質量に対する動吸振器の質量（可動部）
の比によって決まる。制振対象物である橋梁は大重量であるため、数％の質量比の動吸振
器でも、この動吸振器自体はかなり大重量になる。また、問題となる低周波音が複数の成
分から構成されている場合には、各振動数にチューニングされた動吸振器を別々に搭載す
る必要がある。
【００１２】
　従って、本発明の目的は、橋梁から発生する低周波音を確実に低減することができる安
価、かつ橋梁に対する重力負荷の少ない橋梁の防音装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明は、上記実情に鑑みてなされたものであって、従って上記課題を解決するために
本発明の請求項１に係る橋梁の防音装置が採用した手段は、橋梁の下部に配置され、この
橋梁の一端側が固定された複数の弾性部材により吊持される板状部材と、前記橋梁または
板状部材に設けられ、これら橋梁と板状部材との間に形成される空間を囲繞する空間囲繞
壁とからなり、前記空間囲繞壁は、橋梁の下側または板状部材の外縁の上面のうち一方に
固着されており、他方との間には隙間が形成されていると共に、前記複数の弾性部材の全
ばね定数と前記板状部材の質量から求められる上下方向の振動数が、防音対象とする音の
振動数よりも低くなるように設定されてなることを特徴とするものである。
【００１４】
　本発明の請求項２に係る橋梁の防音装置が採用した手段は、橋梁の下部に配置され、こ
の橋梁の一端側が固定された複数の弾性部材により吊持される板状部材と、前記橋梁また
は板状部材に設けられ、これら橋梁と板状部材との間に形成される空間を囲繞する空間囲
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繞壁とからなり、前記板状部材は、前記防音対象とする音の周波数による橋梁の振動モー
ドの節の近傍に設けられた剛性部材で橋梁と連結されていると共に、前記複数の弾性部材
の全ばね定数と前記板状部材の質量から求められる上下方向の振動数が、防音対象とする
音の振動数よりも低くなるように設定されてなることを特徴とするものである。
【００１５】
　本発明の請求項３に係る橋梁の防音装置が採用した手段は、請求項１または２に記載の
橋梁の防音装置において、前記板状部材は、前記橋梁の下面のほぼ全面を覆うように設け
られてなることを特徴とするものである。
【００１６】
　本発明の請求項４に係る橋梁の防音装置が採用した手段は、請求項１乃至３のうちの何
れか一つの項に記載の橋梁の防音装置において、前記空間囲繞壁で囲繞された空間を区切
る区画壁を設けたことを特徴とするものである。
【００１７】
　本発明の請求項５に係る橋梁の防音装置が採用した手段は、請求項１乃至４のうちの何
れか一つの項に記載の橋梁の防音装置において、前記板状部材に動吸振器を設けたことを
特徴とするものである。
【００１８】
　本発明の請求項６に係る橋梁の防音装置が採用した手段は、請求項５に記載の橋梁の防
音装置において、前記動吸振器の固有振動数を、前記防音対象とする音の振動数以上に設
定したことを特徴とするものである。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明の請求項１に係る橋梁の防音装置では、橋梁の下部に配置され、橋梁に一端側が
固定された複数の弾性部材により板状部材が吊持されると共に、これら橋梁と板状部材と
の間に形成される空間が空間囲繞壁で囲繞されている。従って、橋梁の振動が弾性部材を
介して板状部材に伝達されることがなく、そして橋梁から発せられる防音対象とする音で
ある低周波音が板状部材と空間囲繞壁とによって遮られる。
【００２０】
　また、本発明の請求項１に係る橋梁の防音装置では、複数の弾性部材の全ばね定数と板
状部材の質量からなる上下方向の振動数が、防音対象とする音の振動数よりも低くなるよ
うに設定されている。従って、板状部材の固有振動数を、低周波音の発生が問題となる橋
梁の固有振動数よりも十分低くすることにより、車両の走行により橋梁が揺れたとしても
、防音装置の板状部材が振動しない状態を作り出すことができる。このことは、振動に関
して橋梁と縁が切れた板状部材を橋梁の真下に配置することを意味する。以下、板状部材
の絶縁状態を、縦軸に振動変位比（板状部材の振動変位／橋梁の振動変位）を採り、また
横軸に振動数比（橋梁の振動数／板状部材の固有振動数）を採って示す、橋梁から板状部
材への振動伝達特性説明図（橋梁の振動が板状部材にどのように伝わるかを示している）
の図７と、前記板状部材への振動伝達説明図の図８とを参照しながら、板状部材の絶縁状
態を説明する。即ち、板状部材の固有振動数よりも、橋梁の振動数がある程度大きくなれ
ば、板状部材の振動変位は橋梁の振動変位よりも小さくなることが分かる。
【００２１】
　より具体的には、固有振動数を２１／２倍以上離せば、板状部材の減衰性能によらず、
板状部材の振動変位は、橋梁の振動変位より小さくなる。このことから、少なくとも２１

／２倍以上振動数を離す必要があるといえる。また、板状部材の上下振動の減衰比が１％
の場合、３．３倍以上離せば、板状部材の振動の振幅は橋梁の振動の振幅の１／１０以下
になる。即ち、橋梁が揺れたとしても、橋梁に下側に設けられている板状部材が振動しな
いから、板状部材から低周波音が放出されるようなことがない。なお、橋梁や板状部材が
振動するため、空間囲繞壁の端面と橋梁部の下側面または板状部材の上側面との間に若干
の隙間を設ける必要があるが、この隙間を橋梁部や板状部材よりも柔軟な部材（ゴムなど
）で閉塞し、空間囲繞壁の内外を完全に遮断するのが好ましい。
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【００２２】
　また、本発明の請求項１に係る橋梁の防音装置では、空間囲繞壁は、橋梁の下側または
板状部材の外縁の上面のうち一方に固着されており、他方との間には隙間が形成されてい
る。従って、振動により橋梁が変形しても、空間囲繞壁の端面が板状部材の上面或いは橋
梁の下面に接触することがない。
【００２３】
　本発明の請求項２に係る橋梁の防音装置では、板状部材は、防音対象とする音の周波数
による橋梁の振動モードの節の近傍に設けられた剛性部材により橋梁と連結されている。
　即ち、橋梁が振動しない箇所で板状部材を吊持する場合、ばねを用いる必要がなく、剛
性部材を用いても橋梁から板状部材に振動が伝わるようなことがない。従って、板状部材
は橋梁と絶縁状態になるから、請求項１に係る橋梁の防音装置と同等の効果を得ることが
できる。ところで、橋梁の振動モードの節位置は、橋梁の曲げ１モードであれば両端部、
曲げ２次モードであれば両端部と中央部の一個所である。なお、上記請求項１のように、
板状部材を弾性部材だけで吊持する場合には、この板状部材の全体が上下水平方向に揺れ
易いため、地震発生時や強風時に問題となる可能性がある。しかしながら、請求項２の場
合には、板状部材が剛性部材によっても支持されているため、地震発生時や強風時におけ
る板状部材の揺れを小さくすることができるという点において、上記請求項１の場合より
も優れている。
【００２４】
　本発明の請求項３に係る橋梁の防音装置では、請求項１または２に係る橋梁の防音装置
において、前記板状部材は、橋梁の下面のほぼ全面を覆うように設けられている。従って
、橋梁から発せられる防音対象とする音である低周波音が板状部材によって効果的に遮ら
れる。
【００２５】
　本発明の請求項１乃至３のうちの何れか一つの項に記載の橋梁の防音装置では、空間囲
繞壁の内部空間に橋梁の振動で気柱共鳴が発生し、その圧力変動で板状部材が大きく揺れ
るという可能性がある。板状部材が大きく揺れるという問題が発生するか否かは、橋梁の
振動モード形状と、気柱共鳴のモード形状との関係によって決まる。しかしながら、本発
明の請求項４に係る橋梁の防音装置では、空間囲繞壁で囲繞された空間が区画壁で区切ら
れていて、この区画壁により気柱共鳴周波数およびそのモード形状を変えることができる
ので、板状部材が大きく揺れるという問題が発生するような恐れがなくなる。
【００２６】
　ところで、板状部材が橋梁と絶縁状態になっていても、空気を介して橋梁から板状部材
に振動が伝達されるため、板状部材にはある程度の振動が発生する。しかしながら、本発
明の請求項５に係る橋梁の防音装置によれば、この防音装置の板状部材に動吸振器が設け
られている。従って、動吸振器により板状部材の振動を抑制することができるから、低周
波音の遮断効果がより一層向上する。因みに、動吸振器の設定振動数は、問題となる低周
波音の対象振動数の近傍に設定するのが効果的である。
【００２７】
　動吸振器は、設定周波数の振動を良く制振することができるが、動吸振器には、設定周
波数よりも若干周波数が高い新たな固有振動数が生じる。減衰が小さい動吸振器の場合に
は、特にこの固有振動数が励起され易くなる。動吸振器の固有振動数を低周波音よりも低
振動数に設定すると、動吸振器により新たにできる固有振動数と、低周波音の振動数が一
致して、板状部材が大きく揺れ（共振）るという問題が生じる。しかしながら、本発明の
請求項６に係る橋梁の防音装置では、動吸振器の固有振動数が、低周波音の振動数よりも
高振動数に設定されているから、制振効果は若干低下するものの、板状部材が大きく揺れ
（共振）るのを回避することができるという効果を得ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２８】
　以下、本発明の形態１に係る橋梁の防音装置を、添付図面の図１乃至図６を順次参照し
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ながら説明する。図１は防音装置が設けられている橋梁の模式的側面断面構成図、図２は
図１のＡ－Ａ線断面図、図３は図１に対応する図であって、空間囲繞壁の取付け構成が相
違する場合を示す模式的側面断面構成図、図４は図３のＢ－Ｂ線断面図である。また、図
５は空間囲繞壁の端面と板状部材の下面との間の隙間を閉塞する隙間閉塞構成の説明図、
図６は板状部材の水平方向揺れ防止構成の説明図である。
【００２９】
　図１および図２に示す符号１は、本発明の形態１に係る道路橋であって、この道路橋１
は複数（図１では、２基だけが示されている）の橋脚２と、これら橋脚２のうち一対の橋
脚２同士の頂部に支承２ａを介して端部が支持され、上側に自動車等の車両が走行する床
版と、この床版を支える橋桁とからなる複数の橋梁３とから構成されている。これら橋梁
３それぞれの下側には、後述する構成になる防音装置１０が配設されている。この防音装
置１０は、橋梁３の下部に一端側が固着された複数の後述する弾性部材であるコイルばね
１２により前記橋梁３と平行に吊持され、この橋梁３とほぼ同等の面積を有する板状部材
１１を備えている。
【００３０】
　ところで、本実施の形態１においては、弾性部材としてコイルばね１２を用いたが、特
にコイルばね１２に限るものではなく、例えば板ばね、ゴム、および樹脂材料等を用いる
ことができる。また、前記板状部材１１の面積は、橋梁３とほぼ同等の面積になるように
設定されているが、少なくとも８０％以上の面積になるように設定されていれば良く、例
えば大きくても良い。勿論、板状部材１１の面積が小さくなると防音性能が低下する。
【００３１】
　また、前記橋梁３の下側に一端側が固着され、下側端面と板状部材１１の上面との間に
所定の隙間を有し、橋梁３と板状部材１１の間に形成される空間を囲繞する、板状部材１
１の長手方向の一対の第１壁部材１３ａおよび左右方向の一対の第２壁部材１３ｂからな
る空間囲繞壁１３を備えている。ところで、本実施の形態１の場合、上記のとおり、空間
囲繞壁１３は橋梁３の下側に固着されているが、図３および図４に示すように、空間囲繞
壁１３は板状部材１１の外縁の上面に固着されていても良い。また、空間囲繞壁１３は一
体的に構成されていても良い。
【００３２】
　なお、本発明の形態１に係る橋梁３の防音装置１０の空間囲繞壁１３の場合には、空間
囲繞壁１３の下側端面と板状部材１１の上面との間に所定の隙間が設けられているが、こ
の隙間は後述するように設定されている。即ち、振動により橋梁３が変形しても、空間囲
繞壁１３の下側端面が板状部材１１の上面に接触することがないように設定されている。
　従って、橋梁３から発生する防音対象とする音である低周波音が隙間から放出され、防
音装置１０の低周波音の防音機能が低下するから、図５に示すように、ゴムシート１４の
幅方向の一端側を空間囲繞壁１３の内面に、多端側を板状部材１１の上面にそれぞれ貼着
して隙間を閉塞することが好ましい。
【００３３】
　また、板状部材１１はコイルばね１２により吊持されていて水平方向に揺れるため、図
６に示すように、ワイヤ１５の一端側を空間囲繞壁１３の内面に連結し、他端側を板状部
材１１の上面に設けた固定具１６に連結することが好ましい。なお、ワイヤ１５を橋脚２
に連結しても、板状部材１１の水平方向の揺れを防止することができる。
【００３４】
　前記コイルばね１２のばね定数ｋｓは、基本的には板状部材１１の質量と、目標固有振
動数とによって決定される。しかしながら、本発明の形態１のように、橋梁３と板状部材
１１との間に、空間囲繞壁１３により囲まれた囲繞空間が形成されるような場合には、こ
の囲繞空間内の内部空気がばねとしても作用するため、この内部空気のばね力も考慮して
ばね定数が決定される。
【００３５】
　即ち、内部空気の体積弾性率（＝１．４ｅ５Ｐａ）をＫとおき、そして板状部材１１の
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上面から橋梁３の裏面までの高さがｈであるとすると、単位面積当たりの内部空気の平均
ばね定数ｋａは、下記の算式により与えられる。
　　　　　ｋａ＝Ｋ／ｈ（Ｎ／ｍ３）
　前記板状部材１１の固有振動数を評価するときには、コイルばね１２のばね定数ｋｓと
内部空気の平均ばね定数ｋａとを考慮して算出する必要がある。即ち、内部空気の平均ば
ね定数ｋａと板状部材１１の面積Ａとの積、Ａｋａが板状部材１１の全体に作用する空気
ばねのばね定数となる。
【００３６】
　一方、コイルばね１２の個数がＮ個であるとすると、コイルばね１２全体のばね定数は
Ｎｋｓとなる。ここで、ＡｋａとＮｋｓとを合わせてｋａｌｌとおく。板状部材１１の質
量がＭであるとした場合、この板状部材１１の上下の１次固有振動数〔（ｋａｌｌ／Ｍ）
１／２〕／２πが防音対象とする尾とである低周波音の振動数よりも低振動数になるよう
に設定する。なお、全ばね定数は、通常、弾性部材のみで検討すれば良いが、上記のよう
に、囲繞空間内の内部空気がばねとして働くことを考慮するとより良く、空間囲繞壁１３
が橋梁３または板状部材１１に接触し、ばねとして働くことを考慮するとさらに良い。ま
た、質量は板状部材１１の質量からなるが、空間囲繞壁１３が板状部材１１に取付けられ
ている場合には、空間囲繞壁１３の質量も加えることが好ましい。
【００３７】
　即ち、この板状部材１１の上下の１次固有振動数〔（ｋａｌｌ／Ｍ）１／２〕／２πが
低周波音の振動数から離れれば離れるほど、振動低減効果が増大する。前記板状部材１１
自体の低周波音の遮断性能は、この板状部材１１自体の重量が重ければ重いほど、また曲
げ剛性が高いほど向上する。従って、実現できる範囲で大重量、かつ高剛性にすることが
好ましい。なお、板状部材１１の上面から橋梁３の裏面までの高さｈが小さくなると、空
気のばね定数ｋａの影響が大きくなり、コイルばね１２のばね定数ｋｓを小さくしても、
目標振動数まで下げられない場合がある。そのような場合には、板状部材１１の上面から
橋梁３の裏面までの高さｈを大きくすれば良い。
【００３８】
　ところで、制振鋼板や制振形材のように減衰性能を有する素材を用いて板状部材１１を
製造すると、可聴域の騒音の低減も可能になるという効果を得ることができる。即ち、可
聴域の騒音は、本発明が問題としている低周波音よりも振動数が高く、音波によって板状
部材１１に固有振動数の高い高次モードの振動が発生し、この振動により橋梁３の下部に
可聴域の音波が伝わる。しかしながら、減衰性能を有する板状部材を用いることにより、
板状部材の高次モードの振動が制振され、可聴域の音の橋梁３の下部方向への伝達が遮断
されるからである。
【００３９】
　以下、本発明の形態１に係る橋梁１の防音装置１０の作用態様を説明する。即ち、本発
明の形態１に係る橋梁の防音装置１０では、上記のとおり、橋梁３に一端側を固着した複
数のコイルばね１２により板状部材１１を吊持すると共に、この板状部材１１の固有振動
数が、低周波音の発生が問題となる橋梁３の固有振動数よりも十分低くなるように設定さ
れている。従って、車両の走行により橋梁３が揺れても、防音装置１０の板状部材１１が
振動しない状態を作り出すことができる。このことは、振動に関して橋梁３と縁が切れた
板状部材１１を、この橋梁３の下側に配置することを意味する。
【００４０】
　以下、板状部材１１の絶縁状態(但し、ここでいう絶縁状態とは、完全な絶縁状態を意
味するものではない)を、図７と８を参照しながら説明する。即ち、この板状部材１１の
固有振動数よりも橋梁３の振動数がある程度大きくなれば、この板状部材１１の振動変位
は橋梁３の振動変位よりも小さくなることが分かる。より具体的には、固有振動数を２１

／２倍以上離せば、板状部材１１の減衰性能の如何によらず、板状部材１１の振動変位は
橋梁３の振動変位より小さくなる。このことから、少なくとも２１／２倍以上振動数を離
す必要があるといえる。また、板状部材１１の上下振動の減衰比が１％の場合、３．３倍
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以上離せば、板状部材１１の振動の振幅は橋梁３の振動の振幅の１／１０以下になる。従
って、橋梁３が揺れたとしても、この橋梁３の下側に設けられている板状部材１１が極め
て振動し難い状態になるために、板状部材１１から低周波音が放出されるようなことがな
い。
【００４１】
　また、橋梁３と板状部材１１の間から低周波音が漏れるが、この低周波音は橋梁３と板
状部材１１との間に形成される空間を囲繞する、板状部材１１の長手方向の一対の第１壁
部材１３ａおよび幅方向の一対の第２壁部材１３ｂからなる空間囲繞壁１３によって遮ら
れる。ところで、空間囲繞壁１３を橋梁３と板状部材１１との両方に接続すると、橋梁３
の振動が空間囲繞壁１３を介して板状部材１１に伝わり、この板状部材１１が振動するこ
とになる。しかしながら、この空間囲繞壁１３は、上記のとおり、橋梁３の下側に設けら
れていて、板状部材１１と接合されていないため、橋梁３の振動が板状部材１１に伝わり
難くなる。
【００４２】
　即ち、本発明の形態１に係る橋梁１の防音装置１０によれば、従来例１のように板状部
材を橋梁に強固に固定する必要がなく、従来例２のように多数の大掛かりなスピーカを用
いる必要がない。また、従来例３のように橋梁に過大な負荷が作用することもなく、さら
に従来例４のように各振動数にチューニングされた大重量の動吸振器を別々に搭載する必
要もない。従って、本発明の形態１に係る橋梁の防音装置１０は、従来例よりも安価であ
り、しかも橋梁に対する重力負荷が大きくなるようなことがない。
【００４３】
　本発明の形態２に係る橋梁の防音装置を、添付図面を参照しながら説明する。図９は橋
梁の曲げ１次モードの剛性部材の配設位置説明図、図１０は橋梁の曲げ２次モードの剛性
部材の配設位置説明図、図１１は橋梁の曲げ３次モードの剛性部材の配設位置説明図、ま
た図１２は剛性部材を橋脚に取付けた場合の構成説明図である。但し、本発明の形態２に
係る橋梁の防音装置の構成が、上記形態１に係る橋梁の防音装置と相違するところは、コ
イルばねの一部を剛性部材に変えた点にあって、それ以外は、上記形態１に係る橋梁の防
音装置と同構成であるから、同一のものに同一符号を付して、主として相違する点につい
て説明する。
【００４４】
　本発明の形態２に係る橋梁の防音装置１０の場合には、板状部材１１は複数のコイルば
ね１２と、低周波音を発生させる橋梁３の曲げ１次モードにおける橋梁３の振動モードの
節位置、つまり橋梁３の長手方向の両端部に配設した剛性部材１７によって支持されてい
る。このように、橋梁３のこのような箇所で板状部材１１を吊持する場合には、コイルば
ね１２を用いる必要がなく、剛性部材１７を用いても橋梁３から板状部材１１に振動を伝
わり難くすることができる。
【００４５】
　従って、板状部材１１は橋梁３と絶縁状態になるから、本発明の形態２に係る橋梁の防
音装置１０によれば、上記形態１に係る橋梁の防音装置１０と同等の効果を得ることがで
きる。また、上記形態１の場合のように、板状部材１１をコイルばね１２だけで吊持する
場合には、板状部材１１の全体が上下水平方向に揺れ易いため、地震発生時や強風時に問
題となる可能性がある。しかしながら、本発明の形態２に係る橋梁の防音装置１０によれ
ば、上記のとおり、板状部材１１は剛性部材１７によっても支持されているため、地震発
生時や強風時における板状部材１１の揺れを小さくすることができるという点において、
上記形態１の場合よりも優れている。
【００４６】
　ところで、防音対象とする音である低周波音が橋梁３の曲げ２次モードに起因する場合
には、板状部材１１の設定周波数が１次モードに近くなる場合がある。このような場合に
は、板状部材１１が橋梁３の１次モードの場合における振動よりも大きく振動して、新た
な低周波音の発生源になる可能性がある。その場合、図１０に示すように、橋梁３の両端
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部以外に、曲げ２次モードの節位置である、橋梁３の長手方向の中央部の一個所に剛性部
材１７の一端を固着し、この剛性部材１７の他端側を板状部材１１に固着することによっ
て、曲げ１次モードの応答を抑制することができる。勿論、防音対象とする音である低周
波音が橋梁３の曲げ３次モードに起因する場合にあっても、上記と同様の手段、つまり図
１１に示すように、橋梁３の両端部と、橋梁３を長手方向に３等分する位置の二個所のそ
れぞれに固着した剛性部材１７を板状部材１１に固着すれば良い。
【００４７】
　上記のとおり、何れの曲げモードを対象にした場合にあっても、橋梁３の両端部に剛性
部材１７が取付けられているが、これら剛性部材１７は必ずしも橋梁３に取付ける必要が
ない。例えば、図１２に示すように、板状部材１１を延長すると共に、この延長部分を剛
性部材とし、この剛性部材の端部を橋脚２に固着して、板状部材１１を拘束するようにし
ても良い。
【００４８】
　本発明の形態３に係る橋梁の防音装置を、添付図面を参照しながら説明する。図１３は
本発明の形態３に係る防音装置を備えた橋梁の模式的側面断面構成図、図１４，１５は空
間囲繞壁内の内部空間の気柱共鳴モードを圧力モードで図化した説明図、図１６は空間囲
繞壁の一対の第１壁部材をずらして区画壁として活用する場合の模式的側面断面構成図で
ある。なお、本発明の形態３に係る橋梁の防音装置が上記形態１に係る橋梁の脳音装置と
相違するところは、区画壁が設けられているか否かの点にあって、それ以外は、上記形態
１に係る橋梁の防音装置と同構成であるから、同一のものに同一符号を付して、主として
相違する点について説明する。
【００４９】
　上記形態１または２のうちの何れの防音装置１０の場合にあっても、空間囲繞壁１３の
内部空間に橋梁３の振動により気柱共鳴が発生し、その圧力変動によって板状部材１１が
大きく揺れてしまうという可能性がある。板状部材１１が大きく揺れるという問題が発生
するか否かは、橋梁３の振動モード形状と、気柱共鳴のモード形状との関係によって決ま
る。そのため、本発明の形態３に係る橋梁の防音装置１０では、空間囲繞壁１３の一対の
第１壁部材１３ａの間であって、かつ橋梁３の下側に、前記空間囲繞壁１３内を区切る第
１壁部材１３ａと平行な２つの区画壁１８を設けられている。
【００５０】
　前記区画壁１８の下端と板状部材１１の上面との間には、空間囲繞壁１３の場合と同様
、振動により橋梁３が変形しても、区画壁１８の下側端面が板状部材１１の上面に接触す
ることがないよう、または接触することが想定される場合は、その先端部分が変形するよ
うに設定されている。なお、この形態３の場合には、区画壁１８が橋梁３の長手方向と直
交し、空間囲繞壁１３内の内部空間を、橋梁３の長手方向に区画する場合だけを例示して
いる。しかしながら、これに限らず、例えば空間囲繞壁１３内の内部空間を橋梁３の幅方
向に区画する場合であっても同様の効果を得ることができる。なお、質量は板状部材１１
の質量からなるが、実施の形態１の場合と同様に、空間囲繞壁１３や区画壁１８が板状部
材１１に取付けられている場合には、これら空間囲繞壁１３や区画壁１８の質量も加える
ことが好ましい。
【００５１】
　本発明の形態３に係る橋梁の防音装置１０によれば、前記空間囲繞壁１３内の内部空間
を区切る区画壁１８によって、気柱共鳴周波数およびそのモード形状を変えることができ
る。従って、板状部材１１が大きく揺れてしまうというような問題が発生するような恐れ
がなくなる。
【００５２】
　ところで、空間囲繞壁１３内の内部空間の気柱共鳴モードは図１４，１５に示すように
なり、その振動数ｆは、次式で求められる。
　　　　　ｆ＝ｎＶ／２Ｌ（Ｈｚ）
　ここで、Ｖは音速（３４０ｍ／ｓ）であり、Ｌは橋梁のスパンの長さであり、ｎはモー
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ド次数（１，２，‥‥‥ｎ）である。
　気柱共鳴の１次モードは橋梁３の曲げ２次モードと、気柱共鳴の２次モードは橋梁３の
曲げ３次モードと連成し易い。このように、これらモードの振動数が接近する可能性が高
い場合には、区画壁を設けて気柱共鳴の周波数を変えることが有効である。また、区画壁
を設けなくても、例えば図１６に示すように、空間囲繞壁１３の一対の第１壁部材１３ａ
を相対する側にずらして区画壁として活用することにより、気柱共鳴の周波数を若干変化
させることができる。
【００５３】
　なお、一般の橋梁の固有振動数は、スパンの長さがＬｍであるとすると、一次モード、
二次モード、三次モードは、概ね一次モード＝１００／Ｌ（Ｈｚ）、二次モード＝４００
／Ｌ（Ｈｚ）、および三次モード＝９００／Ｌ（Ｈｚ）となるから、気柱共鳴の周波数と
振動数は離れる傾向にある。より具体的には、気柱共鳴の一次モードは１７０／Ｌ（Ｈｚ
）となり、連成の高い橋梁部の曲げ２次モードとは振動数が離れる。また、気柱共鳴の二
次モードは３４０／Ｌ（Ｈｚ）となり、橋梁の橋桁の二次モード（＝４００／Ｌ（Ｈｚ）
）に近いが、これらのモードはモード形状から連成するようなことがない。つまり、この
形態３に係る防音装置１０は、橋梁３の固有振動数が上記概略周波数と大きく相違する場
合に有効となるものである。
【００５４】
　本発明の形態４に係る橋梁の防音装置を、添付図面を参照しながら説明する。図１７は
本発明の形態４に係る防音装置を備えた橋梁の模式的側面断面構成図、図１８は動吸振器
の模式的構成説明図、図１９は他の動吸振器の模式的構成説明図である。また、図２０，
２１，２２は、横軸に橋梁の振動周波数を採り、縦軸に橋梁の振動振幅に対する板状部材
の応答振幅の比を採って示す防音装置の作用説明図である。より詳しくは、図２０は板状
部材に動吸振器が設けられていない場合の防音装置の作用説明図であり、図２１は板状部
材に０．１％減衰比の動吸振器が設けられている場合の防音装置の作用説明図であり、図
２２は板状部材に２％減衰比の動吸振器が設けられている場合の防音装置の作用説明図で
ある。ところで、本発明の形態４に係る橋梁の防音装置の構成が、上記形態１に係る橋梁
の防音装置と相違するところは、板状部材に動吸振器が設けられている点にあって、それ
以外は、上記形態１に係る橋梁の防音装置と同構成であるから、同一のものに同一符号を
付して、主として相違する点について説明する。なお、図２１，２２において実線は、板
状部材に動吸振器が設けられていない場合を示すものである。
【００５５】
　本発明の形態４に係る橋梁の防音装置１０の場合には、図１７に示すように、この防音
装置１０の板状部材１１の上面であって、かつ板状部材１１の長手方向のコイルばね１２
とコイルばね１２との間のそれぞれに、後述する構成になる動吸振器１９が設けられてい
る。この図１７においては、図示省略しているが、板状部材１１の幅方向にも所定の間隔
で複数の動吸振器１９が設けられている。この動吸振器１９は、図１８に示すように、板
状部材１１の上面に設けられるばね１９ａと、ダンパ１９ｂと、これらばね１９ａとダン
パ１９ｂとの上に設けられた質量１９ｃとからなる、ばね－ダンパ－質量系の構成になる
ものである。
【００５６】
　これら動吸振器１９の設置間隔は、動吸振器設置部分の板状部材１１の上下変動を拘束
した場合の、板状部材１１の曲げ変形の固有振動数が、対象とする低周波音の振動数より
も十分高くなるように設定する。なお、本形態４に係る橋梁の防音装置１０では、上記の
とおり、ばね－ダンパ－質量系の構成になる動吸振器１９を用いた。しかしながら、この
ような形態に限らず、例えば、図１９に示すように、動吸振器１９は、板状部材１１の上
面に設けられる台座１９ｄと、長手方向の中央部が前記台座１９ｄの上に固着された板ば
ね１９ｅと、この板ばね１９ｅの両端に固着された質量１９ｆとからなる、ばね－質量系
の構成になるものであっても良い。
【００５７】
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　以下、上記構成になる橋梁の防音装置１０の作用態様を、図２０乃至２２を順次参照し
ながら説明する。即ち、板状部材１１に動吸振器１９が設けられていない場合は、図２０
に示すように、板状部材１１の固有振動数が対象振動数から十分離れると橋梁３から板状
部材１１への振動伝達率が低下する。
【００５８】
　また、板状部材１１に０．１％減衰比の動吸振器１９が設けられている場合は、図２１
において破線で示すように、橋梁３から板状部材１１への対象振動数に対する応答倍率が
さらに小さくなることが分かる。但し、動吸振器１９の固有振動数よりもやや高い周波数
位置に、新たなピーク周波数が生じている。
【００５９】
　また、板状部材１１に２％減衰比の動吸振器１９が設けられている場合は、図２２にお
いて点線で示すように、図２０に示す板状部材１１に動吸振器１９が設けられていない場
合に比較して、動吸振器１９の固有振動数における応答倍率が増加しているが、新たなピ
ーク周波数の応答倍率は図２１に示す、板状部材１１に０．１％減衰比の動吸振器１９が
設けられている場合よりも低下している。
【００６０】
　しかしながら、車両が走行しているときには、橋梁３の固有振動数周辺の周波数でも橋
梁３が振動しているために、この動吸振器による新たなピーク周波数での振動も励起され
て、動吸振器により逆に板状部材１１が揺れる可能性が生じる。従って、板状部材１１に
設ける動吸振器は、本形態４に係る橋梁の防音装置１０のように、減衰機能を備えている
ものの方が、より安全であるということができる。
【００６１】
　本発明の形態５に係る橋梁の防音装置を、添付図面を参照しながら説明する。図２３は
横軸に橋梁の振動周波数を採り、また縦軸に橋梁の振動振幅に対する板状部材の応答振幅
の比を採って示す防音装置の作用説明図であって、板状部材に０．１％減衰比の動吸振器
が設けられている場合の防音装置の作用説明図である。なお、本発明の形態５に係る橋梁
の防音装置は、上記形態４に係る橋梁の防音装置と全く動構成であるから、構成に係る説
明は割愛する。
【００６２】
　動吸振器によれば、設定周波数の振動を効率良く制振することが可能であるが、上記の
とおり、動吸振器に設定周波数よりも若干周波数が高い新たな固有振動数（ピーク）が生
じるという問題がある。減衰比が小さい動吸振器の場合には、特にこの固有振動数が励起
され易くなる。動吸振器の固有振動数を、対象とする低周波音の振動数よりも低い振動数
に設定すると、動吸振器により新たにできる固有振動数と、低周波音の振動数とが一致し
て、板状部材１１が大きく揺れ（共振）てしまうという問題がある。
【００６３】
　しかしながら、本発明の形態５に係る橋梁の防音装置の場合には、動吸振器の固有振動
数が、防音対象である低周波音の振動数より若干高い振動数に設定されている。より具体
的には、動吸振器の固有振動数を低周波音の振動数よりも数％程度高い振動数に設定する
のが好ましい。これにより、図２３に示すように、対象振動数と動吸振器によるピーク振
動数（新たな固有振動数）とを離すことができ、ピーク振動数が励起される可能性が低下
し、板状部材が大きく揺れ（共振）るのを回避することができる。
【実施例】
【００６４】
　以下、橋梁および防音装置の模型を用いて実施した本発明の実施例を、添付図面を参照
しながら説明する。図２４は橋梁模型の側面構成説明図、図２５は図２４のＣ矢視図、図
２６は防音装置模型を付設した橋梁模型の側面構成説明図、図２７は図２６のＤ矢視図で
ある。また、図２８は横軸に橋梁の振動周波数（Ｈｚ）を採り、縦軸に上側から順に、床
版の加速度（ｍ／Ｓ２／Ｎ）、橋桁下近接音（Ｐａ／Ｎ）、地上音（Ｐａ／Ｎ）を採って
示す図である。なお、図２８における実線は防音装置が設けられていない場合を、破線は
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形態１に対応する構成の防音装置が設けられている場合を、一点鎖線は形態４に対応する
構成の防音装置が設けられている場合をそれぞれ示している。なお、橋梁の約３００Ｈｚ
の振動数が、この橋梁の曲げ２次モードの場合で、本実施例が防音対象とする低周波音の
振動数である。
【００６５】
　橋梁模型の寸法は、橋脚の基端からこの橋脚の頂部に横架された桁受梁までの高さ寸法
は７５０ｍｍ、床版と橋桁とからなる橋梁のスパン寸法は１２００ｍｍ、橋梁の幅寸法は
７５０ｍｍである。また、橋桁は４本で、これら橋桁の間隔は１８７ｍｍであって、この
橋梁模型の縮尺は実橋梁の１／２０に設定されているため、音の周波数は実橋梁の場合の
２０倍になる。また、床版の上面より１００ｍｍ下方位置に、橋桁に固着したコイルばね
により板状部材(固有振動数は約５０Ｈｚに設定されている)を水平に支持すると共に、床
版に前記板状部材と同じ部材を長手方向一対、幅方向に一対設置して空間囲繞壁を構成し
た。この空間囲繞壁と板状部材との間の隙間は５ｍｍで、この隙間を、厚さ０．５ｍｍの
ゴムシートで塞いだ。勿論、この橋梁模型は、その質量や剛性などに関しても、実橋梁と
の相似条件を満足するように製造されている。
【００６６】
　そして、橋梁模型の橋梁を加振装置により種々の振動数で加振して、図２４に示すよう
に、床版の下面より１３３ｍｍ下方位置における橋桁下近接音、および橋脚設置面におけ
る地上音を騒音計により測定した。次いで、ばね－質量系の構成になる１４台の、図１９
で示した構成になる動吸振器を板状部材の上に均等に分散させて配設して、上記と同様に
、橋桁下近接音、および地上音を騒音計により測定した。以上の説明から良く理解される
ように、橋梁模型を用いて行った実施例は、上記形態１および形態２に対応する形態の場
合に対してである。なお、前記動吸振器の１４台分の質量部の合計は、板状部材の重量の
約１０％になるように設定されている。
【００６７】
　図２８によれば、破線で示す形態１に対応する構成の防音装置が設けられている場合に
は、橋桁下近接音、および地上音とも、防音装置が設けられていない場合よりもかなり低
下しており、低周波音の低減に対して本発明の形態１に係る防音装置が優れていることが
良く分かる。また、一点鎖線で示す形態４に対応する構成の防音装置が設けられている場
合は、橋桁下近接音、および地上音とも、形態１に対応する構成の防音装置の場合よりも
さらに低下しており、より優れていることが良く分かる。さらに、本発明の形態１，２に
対応する構成の何れも、橋梁の広範囲の振動周波数領域において、防音装置が設けられて
いない場合に比較して、音の低減に対して効果があることが分かる。
【図面の簡単な説明】
【００６８】
【図１】本発明の形態１に係り、防音装置が設けられている橋梁の模式的側面断面構成図
である。
【図２】図１のＡ－Ａ線断面図である。
【図３】本発明の形態１に係り、図１に対応する図であって、空間囲繞壁の取付け構成が
相違する場合を示す模式的側面断面構成図である。
【図４】図３のＢ－Ｂ線断面図である。
【図５】本発明の形態１に係り、空間囲繞壁の端面と板状部材の下面との間の隙間を閉塞
する隙間閉塞構成の説明図である。
【図６】本発明の形態１に係り、板状部材の水平方向揺れ防止構成の説明図である。
【図７】板状部材の絶縁状態を、縦軸に振動変位比（板状部材の振動変位／橋梁の振動変
位）を採り、また横軸に振動数比（橋梁の振動数／板状部材の固有振動数）を採って示す
、橋梁部から板状部材への振動伝達特性説明図である。
【図８】板状部材への振動伝達説明図である。
【図９】本発明の形態２に係り、橋梁の曲げ１次モードの剛性部材の配設位置説明図であ
る。
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【図１０】本発明の形態２に係り、橋梁の曲げ２次モードの剛性部材の配設位置説明図で
ある。
【図１１】本発明の形態２に係り、橋梁の曲げ３次モードの剛性部材の配設位置説明図で
ある。
【図１２】本発明の形態２に係り、剛性部材を橋脚に取付けた場合の構成説明図である。
【図１３】本発明の形態３に係り、防音装置を備えた橋梁の模式的側面断面構成図である
。
【図１４】本発明の形態３に係り、空間囲繞壁内の内部空間の気柱共鳴モード（１次モー
ド）を圧力モードで図化した説明図である。
【図１５】本発明の形態３に係り、空間囲繞壁内の内部空間の気柱共鳴モード（２次モー
ド）を圧力モードで図化した説明図である。
【図１６】本発明の形態３に係り、空間囲繞壁の一対の第１壁部材をずらして区画壁とし
て活用する場合の模式的側面断面構成図である。
【図１７】本発明の形態４に係り、防音装置を備えた橋梁の模式的側面断面構成図である
。
【図１８】本発明の形態４に係り、動吸振器の模式的構成説明図である。
【図１９】本発明の形態４に係り、動吸振器の模式的構成説明図である。
【図２０】本発明の形態４に係り、板状部材に動吸振器が設けられていない場合の防音装
置の作用説明図である。
【図２１】本発明の形態４に係り、板状部材に０．１％減衰比の動吸振器が設けられてい
る場合の防音装置の作用説明図である。
【図２２】本発明の形態４に係り、板状部材に２％減衰比の動吸振器が設けられている場
合の防音装置の作用説明図である。
【図２３】本発明の形態５に係り、横軸に橋梁部の振動周波数を採り、また縦軸に橋梁部
の振動振幅に対する板状部材の応答振幅の比を採って示す防音装置の作用説明図であって
、板状部材に０．１％減衰比の動吸振器が設けられている場合の防音装置の作用説明図で
ある。
【図２４】本発明の実施例に係り、橋梁模型の側面構成説明図である。
【図２５】本発明の実施例に係り、図２４のＣ矢視図である。
【図２６】本発明の実施例に係り、防音装置模型を付設した橋梁模型の側面構成説明図で
ある。
【図２７】本発明の実施例に係り、図２６のＤ矢視図である。
【図２８】本発明の実施例に係り、横軸に橋梁の振動周波数（Ｈｚ）を採り、縦軸に上側
から順に、床版の加速度（ｍ／Ｓ２／Ｎ）、橋桁下近接音（Ｐａ／Ｎ）、地上音（Ｐａ／
Ｎ）を採って示す図である。
【図２９】従来例１に係り、橋梁の縦断断面図である。
【符号の説明】
【００６９】
　１…道路橋
　２…橋脚，２ａ…支承
　３…橋梁
　１０…防音装置
　１１…板状部材
　１２…コイルばね
　１３…空間囲繞壁，１３ａ…第１壁部材，１３ｂ…第２壁部材
　１４…ゴムシート
　１５…ワイヤ
　１６…固定具
　１７…剛性部材
　１８…区画壁
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　１９…動吸振器、１９ａ…ばね，１９ｂ…ダンパ，１９ｃ…質量，１９ｄ…台座
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